
こども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向けた検討会について

１．趣旨

〇 こども誰でも通園制度については、
・ 令和７年度に子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業として制度化し、実施自治体の増
加を図った上で、

・ 令和８年度から子ども・子育て支援法に基づく新たな給付として全国の自治体において「こども誰でも通園
制度」を実施することとしている。

〇 このため、令和７年度からの制度化及び令和８年度からの本格実施に向けて検討が必要な各論点について、成
育局長が学識経験者等に参集を求め、検討することとする。
〇 なお、検討会については原則公開とする。

３．スケジュール

６月26日 検討会の立ち上げ
７月～1２月 数回議論
１２月 中間とりまとめ
（３月頃  とりまとめ）

２．主な検討項目

（１）令和７年度からの制度化及び令和８年度からの本格実施に向けて検討が必要な各論点
（２）その他



４．構成員

秋田 喜代美 学習院大学文学部教授東京大学名誉教授

内野 光裕
全日本私立幼稚園連合会副会長
学校法人内野学園清瀬ゆりかご幼稚園理事長

王寺 直子
NPO法人全国認定こども園協会代表理事
社会福祉法人淨元福祉会理事長

大川 秀子 栃木市長

尾木 まり 有限会社エムアンドエムインク子どもの領域研究所所長

奥山 千鶴子
NPO法人子育てひろば全国連絡協議会理事長
認定NPO法人びーのびーの理事長

小野 敏伸 福岡市こども未来局事業調整課長

菊地 加奈子
社会保険労務士法人ワーク・イノベーション代表
特定社会保険労務士

北川 聡子 社会福祉法人麦の子会理事長

清原 慶子
杏林大学客員教授
前 東京都三鷹市長

倉石 哲也 武庫川女子大学心理・社会福祉学部教授

駒崎 弘樹
NPO法人全国小規模保育協議会理事
認定NPO法人フローレンス会長

伊藤 唯道 全国保育協議会副会長

竹原 健二
国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部・部長
成育こどもシンクタンク戦略支援室・副室長

原田 樹 七尾市健康福祉部子育て支援課長

堀 科 東京家政大学准教授

万井 勝徳 高槻市子ども未来部子育て企画官

水嶋 昌子 ＮＰＯ法人家庭的保育全国連絡協議会理事長

秋谷 允 松戸市子ども部保育課長
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